
 

 
平成 30 年７月豪雨災害を踏まえた県民の避難行動の調査について         １ 被災地等における避難行動の調査 平成 30 年７月豪雨において，避難行動を実践した県民が少なかったことから，特に被害の大きかった地域の住民を対象に，早めの避難を判断した人，逆に避難行動をとらなかった人，あるいは取れなかった人のそれぞれの理由や，各市町において発令した避難勧告や避難指示などがどのように行動に影響したかなどについての分析を行うための調査を実施  区 分 面接調査 郵送調査 時 期  平成 30 年 10 月～12 月 平成 31 年４月 調 査 対 象 被害が特に大きかった市町（９市町） 広島市，呉市，三原市，福山市，府中市，東広島市，海田町，熊野町，坂町 左記の市町に次の市を追加 （尾道市，竹原市，安芸高田市） 調査対象者数 約 500 人 約 5,000 人 主な調査項目 発災当時の状況，判断のきっかけと理由，実際の行動，日頃の行動 など 平成 30年 7月 5日～7日の心境や行動，平成 30年 7 月豪雨災害後の豪雨や台風時の行動，平成 30年 7月豪雨災害の発災前の状況     ２ 県民意識調査 広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動の成果指標の達成度の把握やこれまでの取組の評価等を行うことを目的に実施している。 平成 30 年度は，7月豪雨災害を踏まえ，避難行動に関するメッセージの違いによる反応分析を行うための調査も実施  区 分 １回目（県民意識調査） 2 回目（追跡調査） 時 期  平成 31 年２月 令和元年 11 月 調 査 対 象 県内 18 歳以上の男女 １回目の調査対象者 調査対象者数 10,000 人 10,000 人 主 な 調 査 項 目 ○ 成果指標の把握 ○ 成果指標に関するこれまでの取組等 ○ 避難行動を取るかどうかの意向  → ６月～10 月の実際の避難行動等  ３ 今後の取組 研究チーム(※)による被災地等における避難行動の調査，県民意識調査の結果の分析を踏まえ，より効果の高い被害防止策を取りまとめる。 【主な分析事項】【主な分析事項】【主な分析事項】【主な分析事項】    ○ 意思決定と避難行動に影響を与えた要因は何か ○ 期待避難コストと期待残留コストを逆転させる要素は何か  
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